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○いまの仕事 

 長いこと児童相談所に勤めていた私です

が、そこから離れた仕事をしてもう 5年目に

なります。昨年度までは、県庁内の高齢者施

策の部署におり、主に市町村の事業担当者や

地域包括支援センター（市町村が設置する、

高齢者に関する相談窓口）の人に会っていろ

いろ話を聞いたり考えたりする仕事をしてい

ました。 

 

 この４月に異動となり、下北地方福祉事務

所というところにおります。「地域共生社会

推進担当」となっていて、去年までやってい

た仕事を、下北圏域専門にやるという立場と

なりました。 

 

○ニーズとは 

 仕事の中で、市町村の担当者と話すことが

多く、「地域に足りないものはなにか」「地

域に必要なものはなにか」といったことを一

緒に考えます。必要なものを行政が用意する

こともありますし、住民団体が作り出したり

もします。 

 担当者同士で話はしますが、住民のニーズ

を把握するということも重視されます。 

 ただし、「買い物にいくための足がない」

という意見があったとして、「そこにバスを

通す」という対応をしても、バスを使う人が

ほとんどいなかったということが起きます。 

 これは、ニーズをきちんと把握していない

ために起こることといえるでしょう。 

 

○ニーズ把握 

 地域の課題を把握するためによく使われる

のが、アンケート調査です。ニーズがあるだ

ろう人たちにアンケートをとり、「こういう

ニーズがあるのでこういう事業をやります」

というために使われることも多いです。 

 誰がどういったことを望んでいるのかとい

うことを数値化するにはとてもいいツールだ

と思います。しかし、我々心理職は、質問紙

法のよいところ、わるいところを知っていま

す。 

 妥当性、信頼性、有意性を考えなければ、

あまり意味のあるものではないということも

知っています。 

 意識的な部分を知るにはよいツールです

が、「その人がそう捉えている」ものでしか

なく、「物事の真実をとらえたもの」ではあ

りません。 

 「地域住民のニーズ調査」をすることはと

てもよいと思うのですが、そこから出てきた

結果のみを元に施策を進めていくのはあぶな

いとも言えます。 

 

○アンケートの分析 

 公認心理師 100人に対して研修要望アンケ

ートを実施するとします。 

 

１．公認心理師に必要な研修はどう

いったものだと思いますか？ 

 この質問に対して、60人が「認知行動療

法」と書いてきたのであれば、「調査対象者

の 60％が必要と考えている」となり、それは

もう立派なニーズがあると言って問題ないと

思います。公認心理師に対して認知行動療法

の研修をやるべきでしょう。 

 

２．公認心理師には認知行動療法の

知識は必要だと思いますか？ 

 心理の人の中には、認知行動療法を使う

人、使わない人、様々いますが、「知識とし

て知っておくこと」に反対する人は多くない

と思います。これに 80人が「はい」と回答し

たなら、「知識と知っておくことが必要だと

思っている人が 8割である」という結論でし

かないです。「知識が必要だといっているの
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だから、実施が広く求められていると同じ

だ」とまとめるのは間違っています。 

 

 

３．公認心理師は必ず認知行動療法

を実施できなければならない。 

 これに「はい」とする人は、私はちょっと

仲良くなれない部類の人です。テスト問題で

「必ず」とかいう言葉がでてきたら要注意で

すよね。 

もしこれを"認知行動療法原理主義者"（適

当な造語です）10人に質問したら、8人が

「はい」と回答したとします。そうするとま

とめのなかでは「8割の人がそう答えた」と言

っても間違いとはいえないわけです。 

 

４．公認心理師は精神医学の知識を

持っている必要がありますよね？ 

 言ってることはまさしくそうなのですが、

なんかカチンとくる質問。これに「いいえ」

と答えるのは難しいですよね。これは中立性

を欠く、誘導的な質問になります。 

 

 これらは極端な例ですが、こういったこと

はよく起きています。 

 「ニーズ調査結果」などは、調査方法、分

析方法も含めてよく見なければなりません。 

 

 

○ニーズの解釈 

 臨床場面では、言葉とニーズが違うという

ことはあたり前に目にしますよね。クライエ

ントが「死にたい」といったから、それがク

ライエントのニーズだなんてことはないでし

ょう。死にたいくらい大変な状況にあるのだ

としたら、どういう援助をすれば少しラクに

なるだろうかと考えますよね。 

「クライエントがこうしてほしいといった

からこうした」なんていう人は、セラピスト

をやめてもらったほうがいいですね。 

 「その人がそういう発言をした意味」を考

えたり、カウンセリングの題材にしたりしま

すよね。 

 それはニーズ調査のアンケートでも一緒で

す。 

 

 スティーブ・ジョブスの言葉といわれてい

ますが、「顧客は、自分が何が欲しいのかわ

かっていない」というものがあります。「よ

りよい携帯電話が欲しいというニーズ」はあ

ったかもしれませんが、スマートフォンが登

場したとき、誰もそんな形を求めてはいませ

んでした。 

「でかすぎる」「重すぎる」「全部が液

晶？こんなものは使いにくい」「オタクたち

しか使わない」といった批判がほとんどでし

た。（私は機能もよくわからず、おもしろそ

う！と飛びつきました） 

その後の経過は皆さんご存知のことと思い

ます。 

この場合は、「より快適にメールやインタ

ーネットをしたい」というニーズがあったほ

か、サードパーティのアプリの発展、SNSなど

の可能性などが視野に入っていたのかもしれ

ません。 

 

○説明責任 

 というように、ニーズ調査をするのであれ

ば、適切な対象に適切な方法で実施し、適切

な方法で分析する必要があります。さらにそ

の結果の解釈は「こういうニーズがあった」

では全く不十分なのです。 

 「こういうニーズがあった。そしてそれを

満たすにはこういう方法がいいと思う」とい

うことを説明しなければならないですし、

「住民が求めているのはこの全画面液晶のタ

ッチ操作端末です！」といっても、これまで

の携帯電話しか知らない上司が理解するのは

難しいかもしれません。スティーブジョブス

ではないからです。でも、全画面液晶の必要

性に確信があるならば、わかるように説明し

なければならないのです。 

 

 臨床にしても地域づくりにしても、「うま

くいかなかった」ということはどうしても起

きると思いますが、わかりやすいニーズにわ

かりやすい手だてを講じて、「自分のしごと

は果たした」なんて顔をすることはないほう

がいいですね。 

 

 

 


